

























New Coronavirus Disaster and Risk Management:  












































































































































































































　ちなみに、同じ時期、「Go To キャンペーン」のうち、農林水産省が所管する「Go To Eat」
事業（200憶円）と経済産業省が所管する「Go To Event」事業（1198億円）等はともに感染拡
大を踏まえて実施が延期されている。
５　考 察 と 結 語
　本稿は、ウイルスの感染拡大を「感染リスク」の増大、感染防止のための社会経済活動抑制に
よる困窮者の増加を「経済リスク」の増大と捉え、この両者のリスクを対象に過去半年間の感染
拡大の事象と取組みを検証した。
　このことを簡単な概念モデルを用いて確認する。図４は、社会経済活動を介して感染者数の増
大と困窮者数の増大、すなわち感染リスクと経済リスクがトレードオフの関係にあることを説明
している。この関係は図５に示す社会システム状態を表す曲線によって表される。感染リスクが
ない場合には原点から上に伸びる縦軸上で活動水準によって経済リスクは規定される。
　感染が国内に流入して拡大した現在、社会システムは曲線A（現在の社会システム状態）にシ
フトしたとする。感染リスクと経済リスクを共に低減するためには曲線Aに沿っての活動水準の
調整ではなく、感染リスクと経済リスクの間にある現在のトレードオフ関係から脱却することが
求められる。ここで現在の社会システム状態を状態①とする。感染リスクを増やさずに経済リス
クを低減させた新たな状態を状態②、経済リスクを増やさず感染リスクを低減させた新たな状態
を状態③とするならば、状態②と状態③の間の曲線Bの区間こそが今後、志向すべき新たな社会
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システム状態と言える。この区間においては新たな社会システム状態のもとで、感染リスクと経
済リスクを共に低減できる。すなわち、今後の方向性としてはまずは曲線Bの方向に向かって新
たな社会システム状態を作り出し、その中で活動水準を適度に調整することが求められる。たと
え曲線Bの社会システムを実現しても状態②の右下あるいは状態③の左上に移行するような過度
な、もしくは過小の活動水準になれば、どちらかのリスクが現在より増大することになる。社会
システム状態が感染拡大により曲線Cに移行すれば２つのリスクを共に低減することはできな
い。状態④と状態⑤の間では２つのリスクは共に増大し、それ以外のところでもどちらかのリス
クは現状より大きくなる。
　以上の概念モデルを用いて現在推進されている「Go To Travel」事業への期待と懸念を述べ
たい。同事業は新たな社会システムに合った新たな観光様式により、感染リスクの増大無しに経
済リスクの低減をねらうものと考えることができる。すなわち、現在を状態①とすれば、状態②
への移行を期待している。しかし、曲線Aが感染拡大によって曲線Cにシフトしていれば現状は
既に状態⑤にシフトしており、経済リスクの水準は維持しているが感染リスクは増大する。ま
た、新たな観光様式によって曲線Bを実現できていても、過度の活動水準の増大は状態②の右
下、すなわち感染リスクを増大させる。そこで、今後の観光推進の方向としては、感染の拡大
（曲線Cへのシフト）がないことの確認と新たな観光様式の徹底（曲線Bへのシフト）がまず必要
であり、そのうえで適度な観光推進の水準を見極めることが重要と考える。
　最後に、新型コロナウイルスは不顕性の感染リスクを有している。観光客も自らが訪れた観光
地に感染拡大を起こすのではないかと懸念して旅行するのでは安心して楽しめるはずがない。徹
底したリスク管理のもとで新たな観光様式を造り上げることが重要であり、さらには今後の観光
再生がWith Corona時代においての新たな社会システムの構築につながることを期待したい。
図４　感染リスク関数と経済リスク関数の概念モデル 図５　 感染リスクと経済リスクを見据えた社会シ
ステム状態と活動水準
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注
１． 中国新聞掲載の新型コロナウイルス関連記事のスクラップ帖（半年分、全27冊）を作成した。
２． インフルエンザや新型インフルエンザの感染拡大については、石（2018）において詳しく紹介されてい
る。また、新型コロナ特措法については内閣官房（2020）のウエブサイトを参照されたい。
３． 緊急事態宣言を発令する根拠となる新型コロナ特措法においては政府行動計画と都道府県行動計画が作
成されるが、都道府県知事は政府（内閣総理大臣）に対する行動計画の報告が義務づけられ、政府は政
府行動計画に照らして知事に都道府県計画に対しての助言や勧告ができるとされている。このために現
場を抱える自治体は政府との調整のために必ずしも臨機応変な対応ができない状況にある。
４． 「特定警戒都道府県」は、特に重点的な対策を講ずるとされる先行の７都府県（東京、神奈川、埼玉、
千葉、大阪、兵庫、福岡）に加え、感染者が急増する６道府県（北海道、茨城、石川、岐阜、愛知、京
都）の13都道府県が該当する。
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